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 条  例  
 

 

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例をここに公布します。 

  令和 3年 3月 31 日 

 四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬  

四日市港管理組合条例第 1号  

   職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和 41 年四日市港管理組合条例第 12 号）の一部を次のよう

に改正する。 

 様式中「㊞」を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

常勤の副管理者の給料の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布します。 

  令和 3年 3月 31 日 

               四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬   

四日市港管理組合条例第 2号 

   常勤の副管理者の給料の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 常勤の副管理者の給料の特例に関する条例（平成 29年四日市港管理組合条例第 1号）の一部を

次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 (目的) 

第１条 この条例は、地方公共団体を取り巻

く厳しい財政状況に鑑み、平成 29 年 4 月 1

日から令和 4 年 3 月 31 日までの間（以下

「特例期間」という。）において、常勤の副

管理者の給料を減額するための特例を定め

ることを目的とする。 

 (目的) 

第１条 この条例は、地方公共団体を取り巻

く厳しい財政状況に鑑み、平成 29 年 4 月 1

日から令和 3 年 3 月 31 日までの間（以下

「特例期間」という。）において、常勤の副

管理者の給料を減額するための特例を定め

ることを目的とする。 

   附 則 

 この条例は、令和 3年 4月 1日から施行する。 
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四日市港管理組合会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布します。 

  令和 3年 3月 31 日 

                                四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬 

四日市港管理組合条例第 3号  

   四日市港管理組合会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を 

改正する条例 

 四日市港管理組合会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年四

日市港管理組合条例第 5号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 (期末手当) 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第 3 条の規定の基づき

定められた報酬の額を基礎として規則で定

める額に、100 分の 127．5 を乗じて得た額

に、規則で定める割合を乗じて得た額とす

る。 

３・４ （略） 

 (期末手当) 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、第 3 条の規定に基づき

定められた報酬の額を基礎として規則で定

める額に、100 分の 130 を乗じて得た額に、

規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

 

３・４ （略） 

   附 則 

 この条例は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

 

 規  則  

 
四日市港管理組合財務規則の一部を改正する規則をここに公布します。 

  令和 3年 3月 31 日 

                四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬   

四日市港管理組合規則第 15 号 

   四日市港管理組合財務規則の一部を改正する規則 

 四日市港管理組合財務規則（昭和 41 年四日市港管理組合規則第 12 号）の一部を次のように改

正する。 
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 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（予算の配当等） 

第１６条 （略） 

２ （略） 

３ 主務課長は、配当された予算の執行について

必要があると認めるときは、他の主務課長に

執行委任することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

４ （略） 

（収支計画） 

第１８条の２  主務課長は、翌月分の収支計画を

作成し、毎月 25 日までに会計管理者に通知し

なければならない。 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

（収納金の取扱手続） 

第３８条 （略） 

２ 会計管理者又は出納員は、前項の規定により

現金等で歳入を収納したときは、速やかに納

付書（第 13 号様式の 2）により指定金融機関

に払い込まなければならない。ただし、少額の

収納金は、10 万円に達するまでの現金を取り

まとめて払い込むことができる。 

３ （略） 

４ （略） 

 

（予算の配当等） 

第１６条 （略） 

２ （略） 

３ 主務課長は、配当された予算にかかる事業の

実施について必要があると認めるときは、他

の主務課長に事業の実施を委任することがで

きる。 

４ 前項の規定により委任を受けた主務課長は、

当該事業の実施に必要な予算につき、委任を行

つた主務課長に配当された予算の配当替を第

２項の規定により管理者に要求することがで

きる。 

 

５ （略） 

（収支計画） 

第１８条の２  主務課長は、翌月分の収支計画を

作成し、所属別収入計画一覧表（第 104 号様

式）及び所属別支払計画一覧表（第 104 号様

式）により、毎月 25 日までに会計管理者に通

知しなければならない。 

２ （略） 

３ （略） 

（収納金の取扱手続） 

第３８条 （略） 

２ 会計管理者又は出納員は、前項の規定により

現金等で歳入を収納したときは、速やかに払込

書（第 16 号様式）により指定金融機関に払い

込まなければならない。ただし、少額の収納金

は、10 万円に達するまでの現金を取りまとめ

て払い込むことができる。 

３ （略） 

４ （略） 

 



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 5 -  

（前金払） 

第６９条 次の各号に掲げる経費については、前

金払をすることができる。 

(1)～(7) （略） 

 

(8)～(14) （略） 

（予定価格の作成） 

第８７条 （略） 

２ 契約締結権者は、管理者が別に定める場合を

除き、前項により定めた予定価格を記載した書

面（以下「予定価格調書」という。）を作成し、

封筒に入れ封緘しなければならない。 

（入札） 

第９３条 競争入札参加資格者が競争入札に参

加しようとするときは、入札書（第 46 条様式）

を一件ごとに作成して封筒に入れ封緘し、入札

者の氏名又は法人名及び工事名又は物件名等

を表記して、契約締結権者の指定する日時及び

場所に提出しなければならない。この場合にお

いて、入札書の提出を郵便等により送付しよう

とするときは「何々（工事名又は物件名等）入

札書在中」と表記した書留郵便等によらなけれ

ばならない。 

（契約保証金） 

第９６条 契約の相手方となる者の契約保証金

の額は、契約金額の 100 分の 10 以上とする。 

２ （略） 

３ （略） 

（証拠書類の記載方法） 

第１９９条 証拠書類の記載方法は、次の各号に

定めるところによらなければならない。 

(1) （略） 

(2) 文字及び数字は、消えにくいものにより記載

しなければならない。 

 

 

（前金払） 

第６９条 次の各号に掲げる経費については、前

金払をすることができる。 

(1)～(7) （略） 

(8) 保険料 

(9)～(15) （略） 

（予定価格の作成） 

第８７条 （略） 

２ 契約締結権者は、管理者が別に定める場合を

除き、前項により定めた予定価格を記載した書

面（以下「予定価格調書」という。）を作成し、

封筒に入れ封印しなければならない。 

（入札） 

第９３条 競争入札参加資格者が競争入札に参

加しようとするときは、入札書（第 46 条様式）

を一件ごとに作成して封筒に入れ封印し、入札

者の氏名又は法人名及び工事名又は物件名等

を表記して、契約締結権者の指定する日時及び

場所に提出しなければならない。この場合にお

いて、入札書の提出を郵便等により送付しよう

とするときは「何々（工事名又は物件名等）入

札書在中」と表記した書留郵便等によらなけれ

ばならない。 

（契約保証金） 

第９６条 契約の相手方となる者の契約保証金

の額は、契約金額の 100 分の 1以上とする。 

２ （略） 

３ （略） 

（証拠書類の記載方法） 

第１９９条 証拠書類の記載方法は、次の各号に

定めるところによらなければならない。 

(1) （略） 

(2) 文字及び数字は、消えにくいものにより記載

し、訂正を要するときは、訂正前の文字及び数

字が明らかに読みうるように訂正箇所を2本の

線で抹消して、証明責任者が押印すること。た
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(3) （略） 

 

 

 

 

 

２ 証拠書類は、原本とする。ただし、証拠書類

の真正性を担保することができるとき又は証

明責任者が原本と相違ない旨を証明した場合

はこれに代えることができる。 

別表第１－２（第 45 条関係） 

支出負担行為整理区分表 

区 分 

支出負担

行為とし

て整理す

る時期 

支 出 負

担 行 為

の範囲 

支出負担

行為に必

要な主な

書類 

備考 

1～15 (略) (略) (略) (略) 

16 公

有財産

購入費 

契約を締

結すると

き。 

契 約 金

額 

入札書又

は 見 積

書、契約

書、仕様

書 

 

17 備

品購入

費 

契約を締

結すると

き。 

（請求の

あつたと

き。） 

契 約 金

額（請求

金額） 

入札書又

は 見 積

書、契約

書、仕様

書（請求

書） 

定期刊

行物で

後納契

約又は

単価契

約によ

るもの

は（）

書きに

よるこ

とがで

きる。 

18～27 (略) (略) (略) (略) 

 

だし、納入通知書、納付書、払込書、返納金戻

入通知書、送金通知書、公金振替書、領収書又

は受領書の首標金額及び数量は、訂正しないこ

と。 

(3) （略） 

(4) 外国文をもつて記載したものは、その訳文を

付けること。 

(5) 証拠書類に記名押印する場合において、外国

人にあつては自署をもつてこれに代えること

ができる。 

２ 証拠書類は、すべて原本でなければならな

い。ただし、原本によることが困難なときは、

証明責任者が原本と相違ない旨を証明した謄

本をもつてこれに代えることができる。 

別表第１－２（第 45 条関係） 

支出負担行為整理区分表 

区 分 

支出負担

行為とし

て整理す

る時期 

支 出 負

担 行 為

の範囲 

支出負担

行為に必

要な主な

書類 

備考 

1～15 (略) (略) (略) (略) 

16 公

有財産

購入費 

契約を締

結すると

き。 

契 約 金

額 

入札書又

は 見 積

書、契約

書又は請

書、仕様

書 

 

17 備

品購入

費 

契約を締

結すると

き。 

（請求の

あつたと

き。） 

契 約 金

額（請求

金額） 

入札書又

は 見 積

書、契約

書又は請

書、仕様

書（請求

書） 

定 期 刊

行 物 で

後 納 契

約 又 は

単 価 契

約 に よ

る も の

は（）書

き に よ

る こ と

が で き

る。 

18～27 (略) (略) (略) (略) 
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別表第５（第 199 条関係） 

証拠書類の記載要件及び添付書類 

区 分 記載要件 添付書類 

1 1 請求額（又は支出額）及び請

求年月日並びに請求者（又は

支出先）の住所及び氏名 

 

請求書又

は支出明

細書等 

 2 領収年月日並びに領収者の

住所、氏名及び署名等による

領収されたことの記録 

領収書 

 3・4 (略) (略) 

2～12 (略) (略) 

 

 

 

別表第５（第 199 条関係） 

証拠書類の記載要件及び添付書類 

区 分 記載要件 添付書類 

1 1 請求額（又は支出額）及び請

求年月日並びに請求者（又は

支出先）の住所、氏名及び請

求印 

請求書又

は支出明

細書等 

 2 領収年月日並びに領収者の

住所、氏名及び領収印 

 

領収書 

 3・4 (略) (略) 

2～12 (略) (略) 

 

 

 

 

様式目次中「第 22 号様式の 2 不納欠損更正書」を「第 22 号様式の 2 不納欠損変更書」、

「第 97 号様式 預金月末残高報告書」を「第 97 号様式 残高証明書」、「第 104 号様式 所属

別収入計画一覧表・所属別支払計画一覧表」を「第 104 号様式 削除」及び「第 105 号様式 調

定更正書」を「第 105 号様式 調定変更書」に改める。 

第 4号様式、第 5 号様式、第 7号様式、第 11号様式の 2、第 11号様式の 3、第 11号様式の 4、

第 13号様式、第 13号様式の 2、第 14号様式、第 15 号様式（その 2）、第 16 号様式（その 3）、第

18 号様式、第 19 号様式、第 20号様式（その 3）、第 22号様式、第 22 号様式の 2、第 23号様式、

第 23 号様式の 2、第 23 号様式の 3、第 23 号様式の 4、第 23 号様式の 5、第 25 号様式、第 26 号

様式の 2（その 1）、第 26 号様式の 2（その 2）、第 26 号様式の 2（その 3）、第 27 号様式、第 29

号様式（その 1）、第 32号様式（その 1）、第 32 号様式（その 2）及び第 33 号様式（その 2）を次

のように改める。 
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第４号様式（第10条）

１　歳入

年 度 歳入予算要求書   年  月  日

（単位：千円）

査 定 額 増 減 額 出 力段階所 属 前々年度決算額 前 年 当 初額 要 求 額

款

項

会 計

節
細
節

細

々

節
名　　　称

前々年度決算額 前 年 当 初 額 要 求 額 査 定 額

目

増 減 額 目　　　　　　　　　的 臨経

算　　　　定　　　　の　　　　基　　　　礎 財　　　　源　　　　充　　　　当

N o 　　　　　　　　　内　　　　　　　　　訳　　　　　　　 　（　円　）　　 所　　属 編成 款･項･目 事   業 充 当 額
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２　歳出（その１）

年 度 歳出予算要求書   年  月  日

（単位：千円）

所属 前々年度決算額 前年当初額 要求額 査定額 増減額 出 力 段 階

会計

目

的

款  

項  

目  

事業名称 臨経区分

事業目 補単区分

 

事業性質区分  重点ヒアリング  主体区分  連結区分１  連結区分２  連結区分３  

主要事業

新規継続  ハード事業  評価対象  事業区分１ 事業区分２ 事業区分３

区　　分

財　　　　源　　　　内　　　　訳

計

特

　

定

　

財

　

源
　

の

　

内

　

訳

歳入科目款-細々節/所属/編成区分 充 当 額

特　　定　　財　　源 名　　　　　　　称

使用料・手数料 国庫支出金 地方債 財産収入 その他 分担金・負担金

前年度予算額

増減額

本年度予算額

節 節　　　　　名 前々年度決算額 前年当初額 要求額 査定額 増減額 構成比(%)

構成比(%)

　　　　（その２）

年 度 歳出予算要求書

計

  年  月  日

所属 会計

目 事業目

款 項

事業名称



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 10 -  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　（その３）

年 度 歳出予算要求書   年  月  日

（単位：千円）

所属 会計

目 事業目

款 項

節
細

節

細

々
節

名　　　称

前々年度決算額 前年当初額

事業名称

要求額 査定額 増減額 性　　　　　　　　　質 臨経

算　　　　定　　　　の　　　　基　　　　礎
備　　　　　　　　　考

Ｎｏ 　　　　　　　　　内　　　　　　　　　訳　　　　　　　 　（　円　）　　
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第５号様式（第13条）

１　歳入

年 度 第　　　号補正 歳入予算要求書   年  月  日

（単位：千円）

査 定 額 補 正 後 額 出力段階所 属 前年度決算額 補 正 前 額 要 求 額

款

項

会 計

節
細

節

細

々

節
名　　　称

前 年度 決算額 補 正 前 額 要 求 額 査 定 額

目

補 正 後 額 目　　　　　　　　　的 臨経

算　　　　定　　　　の　　　　基　　　　礎 財　　　　源　　　　充　　　　当

N o 　　　　　　　　　内　　　　　　　　　訳　　　　　　　 　（　円　）　　 所　　属 編成 款･項･目 事   業 充 当 額
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２　歳出（その１）

年 度 第　　　号補正 歳出予算要求書   年  月  日

（単位：千円）

所属 前年度決算額 補正前額 要求額 査定額 補正後額 出 力 段 階

会計

目

的

款  

項  

目  

事業名称 臨経区分

事業目 補単区分

 

事業性質区分  重点ヒアリング  主体区分  連結区分１  連結区分２  連結区分３  

主要事業

新規継続  ハード事業  評価対象  事業区分１ 事業区分２ 事業区分３

区　　分

財　　　　源　　　　内　　　　訳

計

特

　

定

　

財

　

源

　

の

　

内

　

訳

歳入科目款-細々節/所属/編成区分 充 当 額

特　　定　　財　　源
一般財源

名　　　　　　　称

国庫支出金 県支出金 地方債 使用料・手数料 その他

補正前額

補正後額

補正額

節 節　　　　　名 前年度決算額 補正前額 要求額 査定額 補正後額 構成比(%)

構成比(%)

 

　　　　（その２）

年 度 第　　　号補正 歳出予算要求書

計

  年  月  日

（単位：千円）

所属 会計

目 事業目

款 項

節
細

節

細

々

節
名　　　称

前年度決算額 補正前額

事業名称

要求額 査定額 補正後額 性　　　　　　　　　質 臨経

算　　　　定　　　　の　　　　基　　　　礎
備　　　　　　　　　考

Ｎｏ 　　　　　　　　　内　　　　　　　　　訳　　　　　　　 　（　円　）　　
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第７号様式（第20条）

年 度 会 計 所属

予算流用要求書 伝票 番号 -

減 額 科 目 主 管 課 合 議

起 票 日 年 月 日

予 算 区 分

款

決 裁 区 分

増 額 す る 科 目 減 額 す る 科 目

所 属

項

目

事 業 目

事業 名称

節

細 節

細 々 節

予算現額（前 額） 円 円

円

予算残額（後 額） 円 円

予算現額（後 額） 円 円

負 担 行 為 額 円 円

金額 　 　 　 　 　 　

予算残額（前 額） 円

　

億 万 円

理
由

会 計 課 送付

 月  日

同 上 確 認

備

考

四日市港管理組合管理者　宛て

 年  月  日

課 長 氏 名 印
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第１１号様式の２（第31条）

年 度 会 計 所 属

調定決議書
伝 票 番 号 -

合 議 欄

予 算 区 分 起 票 日 年 月 日

決 裁 日 年 月 日
款

決 裁 区 分

項 予 算 現 額

節 収 入 額 円

円

目 調 定 額 円

不 納 欠 損 額 円

億 万 円

細 節 還 付 額 円

収 入 未 済 額 円

細 々 節

件

名

等

　 　 　金額 　 　 　 　 　

納

入

者

備

考

/
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第１１号様式の３（第31条）

-

住 所
氏 名

調定内訳書 伝 票 番 号

連 番 金 額
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第１１号様式の４（第31条）

調定内訳書

調定日

調定番号 調定額 許可番号
納入者
コード

納入者住所 納入者氏名 備考

計
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年

年

款 項 目 節

年

年

目 節

年

年

目 節

第１３号様式（第31条、第37条）

納 付 済 通 知 書

金　額 円
 

納　期　限 月 日

摘　要

発　行　日 月 日

指 定 金 融 機 関 等 収 納 票

細節

歳　入 （四日市港管理組合用）

領

　

収

　

済

　

印

年度 所属 管 理 番 号

会計

納　期　限 月 日

金　額 円

摘　要

発　行　日 月 日

四日市港管理組合 歳　入 （ 金 融 機 関 用 ）

領

　

収

　

済

　

印

会計 款 項

細節

年度 所属 管 理 番 号

下記の金額を納期限までにお支払ください。

金　額 円

納  入  通  知  書 ・ 領  収  書

摘　要

納　期　限 月 日

発　行　日 月 日

管 理 番 号

年度 所属

会計 款 項

（ 納 入 者 用 ）

領

　

収

　

済

　

印 上記金額を領収しました。

下記の場所にてお支払ください。

四日市港管理組合

細節
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年

年

款 項 目 節

年

年

目 節

年

年

目 節

第１３号様式の２（第36条）

納 付 済 通 知 書

金　額 円
 

納　期　限 月 日

摘　要

発　行　日 月 日

指 定 金 融 機 関 等 収 納 票

細節

歳　入 （四日市港管理組合用）

領

　

収

　

済

　

印

年度 所属 管 理 番 号

会計

納　期　限 月 日

金　額 円

摘　要

発　行　日 月 日

四日市港管理組合 歳　入 （ 金 融 機 関 用 ）

領

　

収

　

済

　

印

会計 款 項

細節

年度 所属 管 理 番 号

下記の金額を納期限までにお支払ください。

金　額 円

納   付   書 ・ 領   収   書

摘　要

納　期　限 月 日

発　行　日 月 日

管 理 番 号

年度 所属

会計 款 項

（ 納 入 者 用 ）

領

　

収

　

済

　

印 上記金額を領収しました。

下記の場所にてお支払ください。

四日市港管理組合

細節
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第１４号様式　（第37条）

薄 厚

下記の証券は支払拒絶されたため上記の金額を収入金か 下記の証券は支払拒絶されたため上記の金額を収入金か

ら取消したから通知します。 ら取消したから通知します。

年 月 日 年 月 日

指定金融機関等名

年 月 日

備考 複写式とする。 規格　A5　縦

【担当者】

役　　職：
氏　　名：
電話番号：

備考 金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

（四日市港管理組合

指定金融機関等名

（四日市港管理組合
会計管理者

出 納 員
氏　　　　　名

不 渡 理 由

上記のとおり領収しました。

）

証 券 の 種 類

券 面 金 額

納 入 通 知 書 又
は 払 込 書 番 号

払 込 月 日

不 渡 理 由

支払拒絶通知書（控） 支　払　拒　絶　通　知　書

領
　
収
　
欄

券 面 金 額

記 号 及 び 番号

納 入 者 氏 名

納 入 通 知 書又
は 払 込 書 番号

払 込 月 日

金
額

金
額

証 券 の 種 類

記 号 及 び 番 号

納 入 者 氏 名

会 計 管 理 者

出 納 員
宛て）
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　　　　　　年　　　月　　　日

（四日市港管理組合会計管理者　　宛て）

指摘金融機関名

下記のとおり領収しました。

年度 会計

【担当者】

役　　職：

氏　　名：

電話番号：

規格B7

備考１　1 金融機関印の押印がある場合は、上記担当者の記載を省略することができる。

2 小切手ごとに別紙とすること。ただし、同一年度、同一会計、同一科目（款）に係る小切手

について、同時に二以上の提示があったときは、小切手ごとに連記して発行することができる。

小 切 手 番 号

第１５号様式　（第38条）　（その2）

小　　切　　手　　領　　収　　書

金 額
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年

年

款 項

年

年

年

年

第１６号様式（第151条）（その３）

納 付 済 通 知 書

金　額 円

納　期　限 月 日

摘　要

発　行　日 月 日

指 定 金 融 機 関 等 収 納 票

目

歳計外 （四日市港管理組合用）

領

　

収

　

済

　

印

年度 所属 管 理 番 号

会計

納　期　限 月 日

金　額 円

摘　要

発　行　日 月 日

四日市港管理組合 歳計外 （ 金 融 機 関 用 ）

領

　

収

　

済

　

印

会計 款 項

目

年度 所属 管 理 番 号

下記の金額を納期限までにお支払ください。

金　額 円

払 込 書 ・ 領 収 書

摘　要

納　期　限 月 日

発　行　日 月 日

管 理 番 号

年度 所属

会計 款 項

（ 納 入 者 用 ）

領

　

収

　

済

　

印 上記金額を領収しました。

下記の場所にてお支払ください。

四日市港管理組合

目
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月

備

考

/

代 表 者 肩 書

代 表 者 名

返

納

者

様 受 取 方 法

住 所

氏 名

月 日

件 名
件

名

等

年 日 戻 入 期 限 年

既 支 払 額 円 正 当 額 円

　 　 　 　

億 万 円

金額 　 　 　 　 　 　

負 担 残 額 円細 々 節

円

節
支 出 額 円

細 節

利 用 可 能 額

円

予 算 残 額 円

事 業 目 予 算 現 額 円

事 業 名 称
負 担 行 為 額

日

項
受 領 日 年 月

決 裁 日 年 月

日
目

決 裁 区 分

予 算 区 分

款

起 票 日 年 月 日

合 議 欄

年 度 会 計 所 属

第１８号様式（第41条）

戻入命令書 伝 票 番 号 -



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 23 -  
 

年

年

款 項 目

年

年

款 項 目

年

年

款 項 目

第１９号様式（第41条、第132条）

                              返 納 済 通 知 書

                              

納　期　限 月 日

金　額 円
 

返　納 （四日市港管理組合用）

摘　要
 

発　行　日 月 日

節 細節

領

　

収

　

済

　

印

年度 所属 管 理 番 号

会計

事業目 事業名

指 定 金 融 機 関 等 収 納 票

金　額 円
 

節 細節

納　期　限

摘　要
 

発　行　日 月 日

月 日

領

　

収

　

済

　

印

会計

事業目 事業名

年度 所属 管 理 番 号

四日市港管理組合 返　納 （ 金 融 機 関 用 ）

 

返　納　通　知　書　・　領　収　書

下記の金額を納期限までにお支払ください。

摘　要 

納　期　限 月 日

金　額 円

月 日

会計 管 理 番 号

年度 所属 発　行　日

節 細節

事業目 事業名

領

　

収

　

済

　

印 上記金額を領収しました。

下記の場所にてお支払ください。

四日市港管理組合

（ 納 入 者 用 ）
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43
138

（支　払　未　済　繰　越　金　整　理　簿）

指定金融機関 厚

四日市港管理組合会計管理者 宛て 日　付 （公金取扱店名）

【担当者】

   役　　職：

   氏　　名：

   電話番号：

備考 金融機関印の押印がある場合は、上記担当者の記載を省略することができる。
　

備　　　考金　　　　額

合　計　金　額合計件数

条 ）（その３）第２０号様式　 (第

未　払　金　歳　入　振　替　内　訳　報　告　書

区分 年度 番　号 通知書発行日付 発　行　者　名
債　主　の　住　所　氏　名

住　　　　所 氏　　　名
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第２２号様式（第44条）

年 度 会 計 所 属

不納欠損書 伝 票 番 号 -

合 議 欄

予 算 区 分 起 票 日 年 月 日

決 裁 日 年 月 日
款

決 裁 区 分

項 予 算 現 額

節 収 入 額 円

円

目 調 定 額 円

不 納 欠 損 額 円

億 万 円

細 節 還 付 額 円

収 入 未 済 額 円

細 々 節

件

名

等

　 　 　金額 　 　 　 　 　

納

入

者

備

考

/
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第２２号様式の２（第44条）

年 度 会 計 所 属

不納欠損変更書 伝 票 番 号 -

合 議 欄

予 算 区 分 起 票 日 年 月 日

決 裁 日 年 月 日
款

決 裁 区 分

項 予 算 現 額

節 収 入 額 円

円

目 調 定 額 円

不 納 欠 損 額 円

億 万 円

細 節 還 付 額 円

収 入 未 済 額 円

細 々 節

件

名

等

　 　 　金額 　 　 　 　 　

納

入

者

備

考

/
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第２３号様式（第45条の2）

支出負担行為書 伝 票 番 号 -

年 度 会 計 所 属

合 議 欄

予 算 区 分 日

款 決 裁 日 年 月

起 票 日 年 月

日

項
決 裁 区 分

目

契 約 方 法

予 算 現 額

事 業 目
工 事 財 源

事 業 名 称

円

負 担 行 為 額

円

円
節

細 節
予 算 残 額 円

金額 　 　 　 　 　

細 々 節

億 万

消費税等 円

　 　 　

工 事 場 所

備

考

件 名

件

名

等

契 約 期 間

支

払

先

住 所

氏 名

代 表 者 肩 書

代 表 者 名

連番 品名コード 項 目 ・ 品 名 工 事 場 所 数量 単価 /金額

（検査日　　　　　　　　年　　月　　日）

（検査員職氏名）

/
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月

年度 会計 所属

第２３号様式の２（第45条の2）

支出負担行為整理兼
支 出 命 令 書 伝 票 番 号

合 議 欄

月 日
款

決 裁 日 年

予 算 区 分 起 票 日 年

月 日
項

事 業 目

目

予 算 残 額

決 裁 区 分

契 約 方 法

円

予 算 現 額 円

負 担 行 為 額 円

事 業 名 称

細 々 節
億 万 円

節 支 出 額 円
細 節

控

除

円 円

　 　 　金額 　 　 　 　 　

円

円 円 円

消費税等 円 差引支給額

月 日

円

備

考

上記の金額を請求します。 年

件

名

等

件 名

日

検 査 検 収 日 年

履行場所

様 支 払 方 法

日 支 払 希 望 日 年 月

請

求

書

連番 品名コード 項 目 ・ 品 名 履行場所 数量 単価/金額

様

/

収入

印紙 住所（職名）

氏 名

領

収

書

上記の金額を領収しました。 　年　　月　　日 支 払 印
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-

控 除 科 目連 番 控 除 額 備 考 欄

氏 名 差 引 額

債権者内訳書 伝 票 番 号

住 所 金 額

第２３号様式の３（第45条の2、第47条）
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-

-

第２３号様式の４（第45条の2、第47条）

科目内訳書 ( 親 ) 伝 票 番 号

年 度 会 計 所 属

(子)伝票番号 所 属

目
負 担 行 為額

款
予 算 現 額 円

項

円

事 業 目
予 算 残 額 円

事 業 名 称

支 出 額 円

金 額 円節

円
細 々 節

件 名

細 節
消 費 税 等
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第２３号様式の５（第45条の2）

支出負担行為変更書 伝 票 番 号 -

年 度 会 計 所 属

合 議 欄

予 算 区 分 日

款 決 裁 日 年 月

起 票 日 年 月

日
項

決 裁 区 分
目

契 約 方 法

予 算 現 額

事 業 目
工 事 財 源

事 業 名 称

円

負 担 行 為 額

円

円
節

細 節
予 算 残 額 円

金額 　 　 　 　 　

細 々 節
億 万

変 更 前 額 変 更 後 額

消費税等 円

　 　 　

工 事 場 所

備

考

件 名

件

名

等

契 約 期 間

支

払

先

住 所

氏 名

代 表 者 肩 書

代 表 者 名

連番 品名コード 項 目 ・ 品 名 工 事 場 所 数量 単価 /金額

（検査日　　　　　　　　年　　月　　日）

（検査員職氏名）

/
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月

第２５号様式（第47条）

支出命令書 伝 票 番 号 -

年度 会計 所属

合 議 欄

年 月 日

日
項

予 算 区 分 起 票 日
款

決 裁 日 年 月

事 業 目

目

予 算 残 額

決 裁 区 分

契 約 方 法

円

予 算 現 額 円

負 担 行 為 額 円

事 業 名 称

細 々 節
億 万 円

節 支 出 額 円
細 節

控

除

円 円

　 　 　金額 　 　 　 　 　

円

円 円 円

消費税等 円 差引支給額

月 日

円

備

考

上記の金額を請求します。 年

件

名

等

件 名

日

検 査 検 収 日 年

履行場所

様 支 払 方 法

日 支 払 希 望 日 年 月

請

求

書

連番 品名コード 項 目 ・ 品 名 履行場所 数量 単価/金額

様

/

住所（職名）

氏 名

領

収

書

上記の金額を領収しました。 　年　　月　　日 支 払 印

収入

印紙
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四 港

第２６号様式の２（第54条の2、第55条、第58条、第76条、第155条、第157条）（その１）

四 港

支払指図書兼依頼書（控）

指図書番号

年　　月　　日

下記の金額を支払ってください

業務

支払総額

指定金融機関

様

９５１　四日市港管理組合会計管理者

支　払　額

支払日

会

計

別

会　計　名

合　　　計

支
払
方
法
別

支払方法 件数 金　　　額 銀行受領印

口座払い

公金振替

合　　計

納付書

その他
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四 港

第２６号様式の２（第54条の2、第55条、第58条、第76条、第155条、第157条）（その２）

四 港

支払指図書兼依頼書

指図書番号

年　　月　　日

支払総額

指定金融機関

様

９５１　四日市港管理組合会計管理者 印

下記の金額を支払ってください

業務

支払日

会

計

別

会　計　名 支　払　額

合　　　計

支
払
方
法
別

支払方法 件数 金　　　額 銀行使用欄

口座払い

納付書

その他

公金振替

合　　計
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四 港

第２６号様式の２（第54条の2、第55条、第58条、第76条、第155条、第157条）（その３）

四 港

支払指図書領収書

指図書番号

年　　月　　日

支払総額

９５１　四日市港管理組合会計管理者 様

指定金融機関

印

業務

支払日

会

計

別

会　計　名 支　払　額

合　　　計

支
払
方
法
別

支払方法 件数 金　　　額

口座払い

納付書

その他

公金振替

合　　計
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第２７号様式　（第52条）

円

規格　Ａ４　横　

【担当者】

　　役　　職：

　　氏　　名：

　　電話番号：

備考　金融機関印の押印がある場合は、上記担当者
　　　の記載を省略することができる。

金  　額
支出
科目

支　払　通　知　発　行　（送達）　簿

債権者氏名
金融機関
受      領

出納
室長

担当
支払通知
発行月日

支 払

（ 小切 手）

番 号
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第２９号様式（第55条）（その１）

No.

債権者住所氏名

支払額 円

様

（摘要）

上記の金額をこの通知書と引換に

　指定金融機関

でお受け取りください。

年度 年 月 日

送金通知書番号 四日市港管理組合会計管理者 印

ご注意

1 この通知書により表記の金額を受領される方は、運転免許証・身分証明

書・預金通帳・健康保険証等の正当な受取人またはその代理人であることを

証する書面をご持参ください。

2 本書発行の日付から一年を経過したときは、銀行は支払をいたしませんの

でなるべく早くお受け取りください。

3 本書を亡失したときは、ただちにその旨を支払銀行に通知し、支払の停止

を請求してください。

表記金額の領収方を に委任します。

年 月 日

住所

氏名（署名又は記名押印）

表記金額の領収しました。

年 月 日

住所

氏名

四　　港

委 任 状

領 収 書

送　　　　金　　　　通　　　　知　　　　書

収入印紙
要・不要
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$[年度]

$[支払予定日] 四 港

振替元 歳出

領収日付印

９５１　四日市港管理組合会計管理者

会計 公金収納額

印

年度

業務 歳入歳出外現金 振替日

指定金融機関

様

下記の金額を収納してください

第３２号様式（第59条、第142条）（その１）

四 港

公　金　収　納　票

年　　月　　日
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第３２号様式（第59条、第142条）（その２）

四 港

歳入歳出外現金

会計 公金収納額

業務

歳出振替元

領収日付印

四 港

公 金 収 納 済 通 知 書

振替日

９５１　四日市港管理組合会計管理者 様

下記の金額を収納しました

指定金融機関

年　　月　　日

年度
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第３３号様式　（第39条）（その２）

上記の金額を下記のとおり更正してください。 上記の金額を下記のとおり更正したから通知します。

年 月 日 年 月 日

四日市港管理組合 四日市港管理組合

　会計管理者 印 　指定金融機関名

歳入歳出の別 歳入歳出の別

年度 会計 年度 会計

年度 会計 年度 会計

※金融機関印の押印がある場合は、銀行確認欄への署名又は押印を省略する

ことができる。

規格　各片B6縦     

銀行確認

更　　正　　済　　通　　知　　書

金　　　　　額 金　　　　　額

第　　　　　号

四日市港管理組合会計管理者　 宛て　　　

第　　　　　号

四日市港管理組合指定金融機関　様　　

更　正　前

更　正　後

更　正　前

更　正　後

更　　正　　通　　知　　書
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第 34号様式中「㊞」を削る。 

第 35号様式中「氏名 ㊞」を「氏名（署名）」に改める。 

第 37号様式及び第 39 号様式を次のように改める。 
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第３７号様式（第76条）

　年　　月　　日

/

住 所 （ 職 名 ）

氏 名

備

考

領

収
書

上記の金額を領収しました。 年 月 日 支 払 印

様収入

印紙

代 表 者 肩 書

代 表 者 名

日

支 払 方 法

受 取 方 法

支

払

先

氏 名

住 所

件 名
件

名

等
支 払 予 定 日 年 月

　 　 　 　金額 　 　 　 　 　

億 万 円

細 節 還 付 額 円

収 入 未 済 額 円
細 々 節

円

節 収 入 額 円

円

目 調 定 額 円

不 納 欠 損 額

款

決 裁 区 分
項 予 算 現 額

日

決 裁 日 年 月 日

予 算 区 分 起 票 日 年 月

合 議 欄

年 度 会 計 所 属

過誤納金還付命令書 伝 票 番 号 -
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第３９号様式（第76条）

科
　
目

債権者

円 円 円

規格　A４　縦

備考 歳入科目が同一で隔地払又は口座振替の方法により同時に２以上の債権者に支払う

ときは、本書に準じ連名の調書を作成することができる。

金
額

歳　入　戻　出　調　書　

内　　　　　　　　　　訳

収入済額
正当

収入額
歳　入
戻出額

戻出の理由
住　　　　　　　　　　所
氏　　　　　　　　　　名

収
入
済

（款） （項） （目） （節）
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第 46号様式（その 1）及び第 46 号様式（その 2）中「備考 1 この入札書は、1件ごとに作成

しインク又は墨で記入し、数字はアラビヤ数字を用いること。」を「備考 1 この入札書は、1 件

ごとに作成し、消えにくいものにより記載し、数字はアラビア数字を用いること。」に改める。 

第 47号様式中「5 瑕疵（かし）担保責任」を「5 契約不適合責任」に改める。 

第 49号様式中「検査員職氏名 ㊞」を「検査員職氏名（署名）」に改める。 

第 50号様式（その 1）を次のように改める。 
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第 50号様式（その 2）中「検査員職氏名 ㊞」を「検査員職氏名（署名）」に改める。 

第 51号様式（その 1）中「検査員職氏名 ㊞」を「検査員職氏名（署名）」に改める。 

第 55号様式を次のように改める。 
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第５５号様式（第149条）

月

受入通知書 伝 票 番 号 -

年 度 会 計 所 属

合 議 欄

款

起 票 日 年 月 日

　

項

目

億 万 円

金額

件

名

等

上記の金額を受入します。 年 日

納

入

者

様

備

考

/



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 48 -  

第 56号様式中「氏名 ㊞」を「氏名（署名）」に、「出納員 印」を「出納員（署名）」に 

改める。 

第 57号様式中「出納員印」を「出納員（署名）」に、「氏名 ㊞」を「氏名（署名）」に改める。 

第 59号様式中「受入印」を「受入れ」に、「納付者 印」を「納付者（署名又は記名押印）」に

改める。 

第 59号様式の 2を次のように改める。 
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月

収入

印紙 住所（職名）

氏 名

領

収
書

上記の金額を領収しました。 　年　　月　　日 支 払 印

様

/

連番 品名コード 項 目 ・ 品 名 数量 単価/金額

代 表 者 名

請

求

書

受 取 方 法

住 所

代 表 者 肩 書

氏 名

様 請求書番号 支 払 方 法

日 支 払 希 望 日 年 月

備

考

上記の金額を請求します。 年

件

名

等

件 名

日

検 査 検 収 日 年 月 日

　 　 　金額 　 　 　 　 　

億 万 円

円

収 入 額 円

支 出 額 円

目

収 支 残 額

決 裁 区 分

日
項

起 票 日
款

決 裁 日 年 月

年 月 日

合 議 欄

年度 会計 所属

第５９号様式の２（第155条）

払出命令書 伝 票 番 号 -
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第 62 号様式中「要求（請求）者職氏名 ㊞」を「要求（請求）者職氏名（署名）」に、「受領 

㊞」を「受領（署名）」に改める。 

第 64号様式中「会計管理者（員）」を「会計管理者（員）（署名）」に、「職氏名」を「職氏名（署

名）」に改め、「㊞」を削る。 

第 65号様式中「㊞」を削る。 

第 66号様式中「出納員確認印」を「出納員（署名）」に、「保管責任者職氏名」を「保管責任者

職氏名（署名）」に改め「印」を削る。 

第 67号様式及び第 68 号様式を次のように改める。 
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（用途）

　　 上記の物品を受領しました。

　　　　　　　年　　　月　　　日

職氏名　　　　　　　　（署名）

 

（規格Ａ４縦）

（　　　） （　　　）

（　　　） （　　　）

摘　　　　　　　　要
寄　附　の　品　目

（　　　） （　　　） 円

評　価　額

採否についての
意          見

(大分類） （小分類）
数　　　量

寄 附 申 込 者
住　　　    所
氏　　    　名

寄 附 の 目 的
及  び  条  件

　　　年　月　日付けで、次のとおり寄附の申込みがあつたので採納してよろしいか。

第６７号様式（第176条）

寄　附　採　納　調　書
　　　　　年　　月　　日

採
納
伺
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第６８号様式（第177条）

物品返納日　　　　　　　　　年　　　月　　　日

返納元所属

返納者職氏名

理　　　　　由

備品、消耗品の

物　　品　　返　　納　　書

　

規格　Ａ４　縦

主務課長

保管番号 品    　　　　　　   　目 単　　位 数  　　　 量

区             分
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第 69号様式中「㊞」を削る。 

第 70 号様式中「検査立会者職氏名」を「検査立会者職氏名（署名）」に、「検査員職氏名」を

「検査員職氏名（署名）」に改め、「㊞」を削る。 

第 71号様式、第 72 号様式、第 76 号様式、第 78号様式及び第 79号様式を次のように改める。 
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第７１号様式（第192条）

頁

款 項 節

　年度 歳入予算整理簿

年月日 所　属　名
伝　票　区　分

件名 相手先 予算現額 調定額 収入額 還付額

（単位：円）

予算区分：

会計 目

収入未済額
伝　票　番　号
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第７２号様式（第192条）

会 計

頁

（単位：円）

予算区分：

年度 歳出予算整理簿

目 節款 項

支 出 負 担 行 為 額 支 出 済 額 予 算 配 当 残 額
支 払 日

確 定 日 伝　票　番　号

起 票 日
所　属　名

伝　票　区　分
件 名 相 手 先 予 算 現 額 予 算 配 当 額
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第７６号様式（第192条）

頁

会計 項

年度 歳計外現金整理簿

払 出 額

款 目
（単位：円）

受 入 残 高
伝票番号

年月日
伝票区分

所 属 件 名 相 手 先 受 入 額
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目

節

細

々

節

件名

頁

（単位：円）

予算区分： 所属

第７８号様式（第192条）

年度 月分 資金前渡整理簿

項

事業１ 事業2

会計 款

事業3

支払日 伝票番号
細

節
名称 支払先 支払額 戻入・追給額 精算後の額 精算日
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目

節

細

々

節

件名

頁

（単位：円）

予算区分： 所属

第７９号様式（第192条）

年度 月分 概 算 払 整 理 簿

項

事業１ 事業2

会計 款

事業3

支払日 伝票番号
細

節
名称 支払先 支払額 戻入・追給額 精算後の額 精算日
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第 81号様式中「受領印」を「受領者（署名）」に改める。 

第 84号様式中「受領印」を「受領者（署名）」に改める。 

第 93 号様式、第 93 号様式の 2、第 94 号様式、第 95 号様式、第 96 号様式、第 97 号様式及び

第 103 号様式を次のように改める。 
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第９３号様式　（第198条）

年 月 日

四 日 市 港 管 理 組 合 四日市港管理組合　指定金融機関

会　計　管　理　者 宛て 銀　　行

（注） 上段は通常扱金額
２段は更正金額（赤・黒差引金額）

３段目は歳入戻出・歳出戻入金額 【担当者】

役　　職：

氏　　名：

電話番号：

備考　金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

小切手支払未済額

年　度　　　収　入　支　出　金　報　告　日　表

備 考科 目 前 日 残 高 本 日 収 入 高 本 日 支 出 高 本 日 残 高

一 般 会 計

特
別
会
計

歳 入 歳 出 外 現 金

一 時 借 入 金

計
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第９３号様式の２（第198条）

預　金　受　払　報　告　日　表

四日市港管理組合

会計管理者 宛て 日付

四日市港管理組合指定金融機関

（注） 上段は通常扱金額 【担当者】

中段は預替金額 役　　職：

下段は当座貸越枠の増減金額 氏　　名：

電話番号：

備考　金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

受 入 額

払 出 額

当 座 貸 越 残 高

前 日 残 高

本 日 残 高
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第９４号様式　（第198条）

四日市港管理組合 会計管理者　宛て

日付

四日市港管理組合　指定金融機関

銀　　行

（

単位：円

（注） 上段は通常扱金額
【担当者】

下段は更正金額（赤・黒差引金額） 役　　職：

氏　　名：

電話番号：

備考　金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

年　度　　　年　　月分　収入金月計表

前 月 ま で の 累 計 本 月 収 入 額 本 月 歳 入 戻 出 額 本 月 ま で の 累 計
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第９５号様式　（第198条）

四日市港管理組合 会計管理者　宛て

日付

四日市港管理組合　指定金融機関

（ ）
銀　　行

単位：円

（注） 上段は通常扱金額 【担当者】

下段は更正金額（赤・黒差引金額） 役　　職：

氏　　名：

電話番号：

備考　 金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

年　度　　　年　　月分　支出金月計表

前月までの支払通知書
受 領 額

本月支払通知書受領額 本 月 歳 出 戻 入 額
本月までの支払通知書
受 領 額

支払未済月末現在額
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第９６号様式　（第198条）

四日市港管理組合 会計管理者　宛て

日付

四日市港管理組合指定金融機関

（ ）

単位：円

（注） 上段は通常扱金額 【担当者】

下段は更正金額（赤・黒差引金額） 役　　職：

氏　　名：

電話番号：

備考　金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

　　 の記載を省略することができる。

年　度　　　年　　月分　　歳入歳出外現金月計表

前 月 残 高 本 月 受 入 額 本 月 払 出 額 本 月 残 高
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第９７号様式（第198条）

四日市港管理組合

会計管理者 宛て

四日市港管理組合指定金融機関等

【担当者】

役　　　職：

氏　　　名：

電話番号：

備考 金融機関印の押印がある場合は、上記担当者

の記載を省略することができる。

残　高　証　明　書

合 計

取 引 の 種 類 口座番号 金　　額（円） 備　　　考

年　　月　　日
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第１０３号様式（第205条）

財務規則第205条の規定により、　　　年　　　月　　　日現在をもって、下記目録

のとおり備付帳簿、関係書類及び金品を点検の上、相違なく引継ぎしました。

年 月 日

前任者 職　　氏　　名　　

後任者 職　　氏　　名　　

1 現　　　　金 円

2 郵券証紙類 円

円 円 円 円 円 円

枚 枚 枚 枚 枚 枚

３ 備　品　等 点

４ 備付台帳、関係書類

規格　Ａ４　縦　

種 別 数 量 種 別 数 量

区 分 数 量
在 庫 専 用 供 用

出納員（会計管理者・会計員・資金前渡受者）事務引継書

引　　　継　　　目　　　録

備 品

組合所有外物品

貸 付

保 管 状 況
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第 104 号様式（その 1）を削除する。 

第 104 号様式（その 2）を削除する。 

第 105 号様式及び第 105 号様式の 2を次のように改める。 
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第１０５号様式（第39条）

年 度 会 計 所 属

調定変更書 伝 票 番 号 -

合 議 欄

予 算 区 分 起 票 日 年 月 日

決 裁 日 年 月 日
款

決 裁 区 分
項 予 算 現 額

節 収 入 額 円

円

目 調 定 額 円

不 納 欠 損 額 円

億 万 円

細 節 還 付 額 円

収 入 未 済 額 円
細 々 節

件

名

等

　 　 　金額 　 　 　 　 　

納

入

者

備

考

/
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第１０５号様式の２（第39条、第60条）

年 度 会 計 所 属

科目更正書 伝 票 番 号 -

合 議 欄

起 票 日 年 月 日 決 裁 区 分

決 裁 日 年 月 日

更正元 更正先

年度 会計

予 算 区 分

所属

款

項

目

事 業 目

事 業 名 称

節

細 節

円

振 替 前 額 円 調 定 額 円

細 々 節

収 支 残 前 額 円 予 算 現 額

収 支 残 後 額 円 振 替 後 額 円

振 替 後 額 円 振 替 前 額 円

億 万 円

金額 　 　 　 　 　 　

件

名

等 更 正 先 伝 票 番 号 -

　 　

日

備

考

/

振 替 予 定 日 年 月
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第 106 号様式中「平成」を削る。 

附 則 

1 この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前にこの規則による改正前の四日市港管理組合財務規則に規定する様

式により作成される用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 
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 訓  令  

 
四日市港管理組合訓令第 号 

                                   庁 中 一 般 

 四日市港管理組合職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和 3年 3月 日 

                 四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬    

  四日市港管理組合職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令 

 四日市港管理組合職員被服等貸与規程（昭和 53年四日市港管理組合訓令第 2号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

別表第１（第 2 条関係） 

所 属 職 員 品 目 数 量 期 間 

(略) (略) (略) (略) (略) 

経 営

企 画

部  

港 営

課 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

現 場

業 務

に 従

事 す

る 職

員（船

舶 に

乗 務

す る

職 員

を 除

く。） 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（短） 

帽子 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 

３ 

建 設

課 

（ 検

査 監

を 含

む。） 

現 場

業 務

に 従

事 す

る 職

員 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（長） 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 

別表第１（第 2 条関係） 

所 属 職 員 品 目 数 量 期 間 

(略) (略) (略) (略) (略) 

経 営

企 画

部 

港 営

課 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

現 場

業 務

に 従

事 す

る 職

員（船

舶 に

乗 務

す る

職 員

を 除

く。） 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（短） 

 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

 

１ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 

 

建 設

課 

（ 検

査 監

を 含

む。） 

現 場

業 務

に 従

事 す

る 職

員 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（長） 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 
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帽子 １ ３ 

(略) (略) (略) (略) 

防 災

営 繕

課 

現 場

業 務

及 び

環 境

調 査

に 従

事 す

る 職

員 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（長） 

帽子 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 

３ 

(略) (略) (略) (略) 

別表第２（第 8 条関係）共用貸与品 

貸与品 

 

設置箇所 

防寒服 保安帽 備考 

総  務  課 

(略) 

24 

防寒服に

ついて〇   

総務課、

企画課、

振興課、

出納室及

び議会事

務局・監

査委員事

務局分に

つ い て

は、総務

課で保管

する。 

 

総務課に

常勤副管

理者、部

長、理事

及び次長

を含む。 

企  画  課 6 

振  興  課 13 

出  納  室 3 

議 会 事 務 局 

監査委員事務局 
3 

港  営  課 (略) 35  

   

(略) (略) (略) (略) 

防 災

営 繕

課 

現 場

業 務

及 び

環 境

調 査

に 従

事 す

る 職

員 

作業服（上・冬） 

作業服（上・夏） 

作業服（下・冬） 

作業服（下・夏） 

雨合羽 

ゴム長靴又は安

全ゴム長靴 

安全靴（長） 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

 

２ 

２ 

１ 

１ 

３ 

３ 

 

３ 

 

(略) (略) (略) (略) 

別表第２共用貸与品 

貸与品 

 

設置箇所 

防寒服 保安帽 備考 

総  務  課 

(略) 

23 

防寒服に

ついて〇

総務課、

企画課、

振興課、

出納室及

び議会事

務局・監

査委員事

務局分に

つ い て

は、総務

課で保管 

 

 

 

 

 

 

 

 

企  画  課 5 

振  興  課 12 

出  納  室 2 

議 会 事 務 局 

監査委員事務局 
2 

港  営  課 (略) 32  
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数量は以内（貸与年度の在籍人数内）とする。 

建    設    課 
30 

20 (略) 

防 災 営 繕 課 16  

数量は以内（貸与年度の在籍人数内）とする。 

建    設    課 15 18 (略) 

防 災 営 繕 課 15 15  

  

第 2号様式を次のように改める。 
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第２号様式 

個 人 別 被 服 等 貸 与 台 帳 

 

氏   名  職 種  

所 属 名 

（異動年月日） 
    

           

貸  与  品  目       

サ   イ    ズ       

価        格       

貸  与  年  月  日       

払下げ又は返納年月 

日（価格）担当者確 

 認 

      

価        格       

貸  与  年  月  日       

払下げ又は返納年月 

日（価格）担当者確 

 認 

      

価        格       

貸  与  年  月  日       

払下げ又は返納年月 

日（価格）担当者確 

 認 

      

価        格       

貸  与  年  月  日       

払下げ又は返納年月 

日（価格）担当者確 

 認 
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第 4号様式中「○印」及び「□印 」を削る。 

第 7号様式を次のように改める。 
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第７号様式 

 

共 用 貸 与 品 台 帳 

   品目                

 

 

年 月 日 摘 要 受 入 払 出 現在数 貸与数 所属長確認 備  考 
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附 則 

 この訓令は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

 

 公  告  

 

令和 3年度四日市港管理組合一般会計予算等が令和 3年 3月 26 日に成立しましたので、次のと

おり公表します。 

令和 3年 3月 31 日 

                四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬   

令和3年度四日市港管理組合一般会計予算 

令和3年度四日市港管理組合一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5,287,175 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をする

ことができる事項、期間及び限度額は、｢第２表債務負担行為｣による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、｢第３表地方債｣による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 3,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用す

ることができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した報酬、給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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第１表 歳入歳出予算 

 

歳 入 

款 項 金   額 

 

1 分担金及び負担金 

 

 

千円 

2,727,586  

1 負担金 2,727,586  

2 使用料及び手数料  682,773  

 
1 使用料 682,773  

3 国庫支出金  229,940  

 
2 国庫補助金 229,940  

4 県支出金  23,860  

 
1 県補助金 23,860  

5 財産収入  10,921  

 
1 財産運用収入 10,781  

 
2 財産売払収入 140  

6 繰入金  10,000  

 
1 基金繰入金 10,000  

7 諸収入  29,095  

 
1 組合預金利子 18  

 
2 受託事業収入 910  

 
3 雑入 28,167  

8 組合債  1,573,000  

 
1 組合債 1,573,000  

歳    入    合    計 5,287,175  
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歳 出 

款 項 金   額 

 

1 議会費 

 

 

千円 

19,348  

1 議会費 19,348  

2 総務費  783,197  

 
1 総務費 772,427  

 
2 統計調査費 910  

 
3 監査委員費 9,860  

3 港湾管理費  811,018  

 
1 港湾管理費 811,018  

4 港湾建設費  1,365,642  

 
1 港湾建設費 1,365,642  

5 公債費  2,206,970  

 
1 公債費 2,206,970  

6 予備費  1,000  

 
1 予備費 1,000  

7 災害復旧費  100,000  

 
1 港湾施設災害復旧費 50,000  

 
2 公共施設災害復旧費 50,000  

歳    出    合    計 5,287,175  

 

第２表 債務負担行為 

事       項 期    間 限  度  額 

施設設備保全業務委託等に係る契約 令和 4年度～令和 8年度 

千円 

123,099 
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第３表 地方債 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

国補港湾改修事業費 

千円 

49,000 

 

普通貸借又は

証 券 発 行 

 

4.0％以内 

 

政府資金及び地方公共団体

金融機構資金については定

められた償還条件による。そ

の他資金についての償還条

件は、管理者が定める。ただ

し、組合財政の都合により繰

上償還することができるも

のとする。 

 

社 会 資 本 総 合 

整 備 事 業 費 
219,000 〃 〃 〃 

一 般 管 理 費 2,000 〃 〃 〃 

庁 舎 等 管 理 費 68,000 〃 〃 〃 

港 湾 施 設 管 理 費 3,000 〃 〃 〃 

港湾施設維持補修費 308,000 〃 〃 〃 

環境施設維持補修費 67,000 〃 〃 〃 

港 湾 改 修 事 業 費 277,000 〃 〃 〃 

国 直 轄 事 業 負 担 金 480,000 〃 〃 〃 

港 湾 施 設 災 害 

復 旧 単 独 事 業 費 
50,000 〃 〃 〃 

公 共 施 設 災 害 

復 旧 単 独 事 業 費 
50,000 〃 〃 〃 

計 1,573,000  
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令和 3年度四日市港管理組合港湾整備事業特別会計予算  

令和 3年度四日市港管理組合港湾整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 4,157,161 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をする

ことができる事項、期間及び限度額は、｢第２表債務負担行為｣による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、｢第３表地方債｣による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 2,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用す

ることができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した報酬、給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

第１表 歳入歳出予算 

歳 入 

款 項 金   額 

 

1 使用料及び手数料 

 

 

千円 

1,462,532  

1 使用料 1,462,532  

2 財産収入  531,090  

 
1 財産運用収入 531,090  

3 繰入金  459,514  

 
1 基金繰入金 459,514  

4 繰越金  20,000  
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1 繰越金 20,000  

5 諸収入  35,025  

 
1 組合預金利子 12  

 
2 雑入 35,013  

6 組合債  1,649,000  

 
1 組合債 1,649,000  

歳    入    合    計 4,157,161  

 

歳 出 

款 項 金   額 

 

1 管理費 

 

 

千円 

981,739  

1 施設管理総務費 472,085  

 
2 施設管理費 378,710  

 
3 ひき船事業費 130,944  

2 建設事業費  1,692,700  

 
1 建設事業費 1,692,700  

3 公債費  1,482,722  

 
1 公債費 1,482,722  

歳    出    合    計 4,157,161  

 

 

第２表 債務負担行為 

事       項 期    間 限  度  額 

施設設備保全業務委託等に係る契約 令和 4年度～令和 8年度 

千円 

4,712,109 

 



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 83 -  

 

 

第３表 地方債 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

港 湾 施 設 改 修 費 

千円 

1,649,000 

 

普通貸借又は

証 券 発 行 

 

4.0％以内 

 

政府資金及び地方公共団体

金融機構資金については定

められた償還条件による。そ

の他資金についての償還条

件は、管理者が定める。ただ

し、組合財政の都合により繰

上償還することができるも

のとする。 

 

計 1,649,000  

 

 

令和 2年度四日市港管理組合一般会計補正予算（第２号） 

令和 2年度四日市港管理組合一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 356,759 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ 5,444,001 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の 

 金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、｢第３表地方債補正｣による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

 

1 分担金及び負担金 

 

 

千円 

2,662,371 

千円 

△10,530 

千円 

2,651,841 

1 負担金 2,662,371 △10,530 2,651,841 
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2 使用料及び手数料  656,813 △21,912 634,901 

 
1 使用料 656,813 △21,912 634,901 

3 国庫支出金  327,600 116,000 443,600 

 
2 国庫補助金 327,600 116,000 443,600 

7 諸収入  23,980 3,201 27,181 

 
1 組合預金利子 47 19 66 

 
3 雑入 23,023 3,182 26,205 

8 組合債  1,369,000 270,000 1,639,000 

 
1 組合債 1,369,000 270,000 1,639,000 

歳    入    合    計 5,087,242 356,759 5,444,001 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

 

1 議会費 

 

 

千円 

17,821 

千円 

△831 

千円 

16,990 

1 議会費 17,821 △831 16,990 

2 総務費  765,351 △12,819 752,532 

 
1 総務費 754,529 △12,695 741,834 

 
3 監査委員費 9,912 △124 9,788 

3 港湾管理費  758,020 △26,325 731,695 

 
1 港湾管理費 758,020 △26,325 731,695 
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4 港湾建設費  1,281,049 396,701 1,677,750 

 
1 港湾建設費 1,281,049 396,701 1,677,750 

5 公債費  2,164,001 33 2,164,034 

 
1 公債費 2,164,001 33 2,164,034 

歳    出    合    計 5,087,242 356,759 5,444,001 

 

 

第２表 繰越明許費補正 

 

追 加 

款 項 事    業    名 金   額 

 

2 総  務  費 

 

1 総  務  費 庁 舎 等 管 理 費 

千円 

16,300 

 

4 

 

港湾建設費 

 

1 

 

港湾建設費 

 

国 補 港 湾 改 修 事 業 費 

 

          64,000 

4 港湾建設費 

 

1 

 

港湾建設費 

 

単 独 港 湾 改 修 事 業 費 

 

119,483 

 

変 更 

款 項 
補  正  前 補    正    後 

事 業 名 金  額 事 業 名 金  額 

   千円  千円 

3 港湾管理費 1 港湾管理費 
港 湾 施 設  
維 持 補 修 費 

111,274 
港 湾 施 設  
維 持 補 修 費 

125,364 

 
3 

 
港湾管理費 

 
1 

 
港湾管理費 

 
環 境 施 設 
維 持 補 修 費 

 
 
24,185 

 
環 境 施 設  
維 持 補 修 費 

 
 
42,485 

 
4 

 
港湾建設費 

 
1 

 
港湾建設費 

 
社会資本総合
整 備 事 業 費 

 
98,000 

 
社会資本総合
整 備 事 業 費 

 
596,780 
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第３表 地方債補正 

 

変 更 

起債の目的 

補   正   前 補   正   後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

社会資本総合

整 備 事 業 費 

千円 

275,000 

 

普通貸借又

は証券発行 

 

4.0% 

以内 

 

政府資金及

び地方公共

団体金融機

構資金につ

いては定め

られた償還

条件による。

その他資金

についての

償還条件は、

管理者が定

める。ただ

し、組合財政

の都合によ

り繰上償還

することが

できるもの

とする。 

 

千円 

422,000 

 

普通貸借又

は証券発行 

 

4.0% 

以内 

政府資金及

び地方公共

団体金融機

構資金につ

いては定め

られた償還

条件による。

その他資金

についての

償還条件は、

管理者が定

める。ただ

し、組合財政

の都合によ

り繰上償還

することが

できるもの

とする。 

 

一 般 管 理 費 30,000 〃 〃 〃 27,000 〃 〃 〃 

港湾施設維持

補 修 費 
277,000 〃 〃 〃 267,000 〃 〃 〃 

環境施設維持

補 修 費 
72,000 〃 〃 〃 75,000 〃 〃 〃 

港 湾 改 修 

事 業 費 
197,000 〃 〃 〃 196,000 〃 〃 〃 

国 直 轄 事 業 

負 担 金 
283,000 〃 〃 〃 417,000 〃 〃 〃 
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令和 2年度四日市港管理組合港湾整備事業特別会計補正予算（第２号） 

 令和 2 年度四日市港管理組合港湾整備事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 14,886 千円を追加し、歳入歳出予算の 

総額を歳入歳出それぞれ 3,065,548 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の 

 金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第 1 項の規定により翌年度に繰り越して

使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

 

1 使用料及び手数料 

 

 

千円 

1,572,427 

千円 

△17,557 

千円 

1,554,870 

1 使用料 1,572,427 △17,557 1,554,870 

2 財産収入  618,464 △64,061 554,403 

 
1 財産運用収入 618,464 △64,061 554,403 

3 繰入金  296,369 △276,429 19,940 

 
1 基金繰入金 296,369 △276,429 19,940 

5 諸収入  34,829 470,933 505,762 

 
1 組合預金利子 32 △7 25 

 
2 雑入 34,797 470,940 505,737 
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6 組合債  485,000 △98,000 387,000 

 
1 組合債 485,000 △98,000 387,000 

歳    入    合    計 3,050,662 14,886 3,065,548 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

 

1 管理費 

 

 

千円 

978,976 

千円 

119,077 

千円 

1,098,053 

1 施設管理総務費 601,684 158,674 760,358 

 
2 施設管理費 231,387 △28,875 202,512 

 
3 ひき船事業費 145,905 △10,722 135,183 

2 建設事業費  521,611 △104,191 417,420 

 
1 建設事業費 521,611 △104,191 417,420 

歳    出    合    計 3,050,662 14,886 3,065,548 

 

 

第２表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名  金   額 

 

1 

 

管 理 費 

 

2 

 

施設管理費 

 

港 湾 施 設 管 理 費 

千円 

6,800 

 

1 

 

管 理 費 

 

2 

 

施設管理費 

 

港 湾 施 設 維 持 補 修 費 

 

4,000 

 

2 

 

建設事業費 

 

1 

 

建設事業費 

 

施 設 改 修 費 

 

17,415 
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第３表 地方債補正 

 

変 更 

起債の目的 

補   正   前 補   正   後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

港 湾 施 設 

改 修 費 

千円 

485,000 

 

普通貸借又

は証券発行 

 

4.0% 

以内 

 

政府資金及

び地方公共

団体金融機

構資金につ

いては定め

られた償還

条件による。

その他資金

についての

償還条件は、

管理者が定

める。ただ

し、組合財政

の都合によ

り繰上償還

することが

できるもの

とする。 

千円 

387,000 

 

普通貸借又

は証券発行 

 

4.0% 

以内 

政府資金及

び地方公共

団体金融機

構資金につ

いては定め

られた償還

条件による。

その他資金

についての

償還条件は、

管理者が定

める。ただ

し、組合財政

の都合によ

り繰上償還

することが

できるもの

とする。 

 

 

 

四日市港管理組合情報公開条例（平成 14 年四日市港管理組合条例第 1号）第 29条の規定に 

基づき、令和元年度における情報公開制度の運用状況を次のとおり公表します。 

令和 3年 3月 31 日 

四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬 

1  公文書開示請求件数 52 件 

 2  公文書開示決定等の状況 【単位：件】 

区分 件数 

開示 52 

部分開示 0 

非開示 0 

不存在 0 

存否応答拒否 0 

取下げ 0 

合計 52 
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3 公文書開示決定等の実施機関別状況 【単位：件】 

実施機関 件数 

管理者 51 

内
訳 

総務課 0 

企画課 0 

振興課 0 

港営課 0 

建設課 30 

防災営繕課 21 

出納室 0 

議会 1 

監査委員 0 

合計 52 

 

4 公文書開示決定等に対する審査請求の状況 【単位：件】 

区分 件数 

前年度からの繰越 0 

諮問 0 

審査会処理 0 

内
訳 

許容 0 

一部許容 0 

棄却 0 

未処理 0 

取下げ 0 

合計 0 

 

 

 

四日市港管理組合個人情報保護条例（平成 21 年四日市港管理組合条例第 1号）第 45条の規 

定に基づき、令和元年度における個人情報保護制度の運用状況を次のとおり公表します。 

令和 3年 3月 31 日 

四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬  

 

 1 個人情報取扱事務登録簿への登録状況 【単位：件】 

実施機関 登録事務数 

管理者 46 

内
訳 

総務課 14 

企画課 2 

振興課 4 

港営課 15 

建設課 3 
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防災営繕課 4 

建設課、防災営繕課 2 

出納室 2 

議会 4 

監査委員 3 

合計 53 

 

 

 2 自己を本人とする保有個人情報の請求等 【単位：件】 

 請求件数 審査請求件数 

開示請求 0 0 

訂正請求 0 0 

利用停止等請求 0 0 

 

 

3 開示請求の状況 

（1）決定等の状況 【単位：件】 

区分 件数 

開示 0 

部分開示 0 

非開示 0 

不存在 0 

存否応答拒否 0 

取下げ 0 

合計 0 

 

（2）実施機関別の決定の状況 【単位：件】 

実施機関 件数 

管理者 0 

内
訳 

総務課 0 

企画課 0 

振興課 0 

港営課 0 

建設課 0 

防災営繕課 0 

出納室 0 

議会 0 

監査委員 0 

合計 0 
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4 訂正請求の状況 

（1）決定等の状況 【単位：件】 

区分 件数 

訂正 0 

非訂正 0 

合計 0 

 

（2）実施機関別の決定の状況 【単位：件】 

実施機関 件数 

管理者 0 

内
訳 

総務課 0 

企画課 0 

振興課 0 

港営課 0 

建設課 0 

防災営繕課 0 

出納室 0 

議会 0 

監査委員 0 

合計 0 

 

 

5 利用停止請求の状況 

（1）決定等の状況 【単位：件】 

区分 件数 

利用停止等 0 

非利用停止等 0 

合計 0 

 

（2）実施機関別の決定の状況 【単位：件】 

実施機関 件数 

管理者 0 

内
訳 

総務課 0 

企画課 0 

振興課 0 

港営課 0 

建設課 0 

防災営繕課 0 

出納室 0 

議会 0 

監査委員 0 

合計 0 

 



令和 3年 3月 31 日      四日市港管理組合公報        第１０６５号 

 

 

 

 

 

- 93 -  

6 不服申立ての状況 【単位：件】 

区分 件数 

前年度からの繰越 0 

諮問 0 

審査会処理 0 

内
訳 

許容 0 

一部許容 0 

棄却 0 

未処理 0 

取下げ 0 

合計 0 

 

 

 

  四日市港管理組合建設工事執行規則（平成 6 年四日市港管理組合規則第 5 号）第 4 条第 4 項

並びに四日市港管理組合財務規則（昭和 41 年四日市港管理組合規則第 12号）第 81条第 3項の

規定による一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請（建設工事、測量・建設コンサルタン

ト等及び物件関係（物品・業務委託））の期間を次のとおり定めましたので、公告します。 

   令和 3年 3月 31 日 

                 四日市港管理組合管理者 三重県知事 鈴 木 英 敬    

 1 平成 30～33 年度四日市港管理組合入札参加資格者名簿登録の受付期間、場所等県内に本店

を有する者、県外に本店を有する者いずれも受付期間及び受付場所は、登録を希望する業務

に応じて次のとおりとします。 

  ⑴ 建設工事、測量・建設コンサルタント等で登録を希望する場合は、郵送によるもののみ

の受付とします。 

受 付 期 間 受 付 場 所 

 

令和 3年 4月 1日（木）から 

令和 4年 1月 4日（火）まで 

〒514-0002 

三重県津市島崎町 56 番地 

公益財団法人三重県建設技術センター 

入札参加資格登録共同受付担当 

    なお、上記受付による名簿登録の有効期間は、 

    令和 3年 4月 1日から同年 6月 30日までの受付分・・・令和 3年 8月 1日から令和 

   4 年 5 月 31 日まで 

    令和 3年 7月 1日から同年 9月 30日までの受付分・・・令和 3年 11 月 1 日から令和 

   4 年 5 月 31 日まで 
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    令和 3年 10 月 1日から令和 4年 1月 4日までの受付分・・・令和 4年 2月 1日から 

   令和 4年 5月 31 日まで 

    となります。 

  ⑵ 物件関係（物品・業務委託）で登録を希望する場合は、郵送によるもののみの受付  

   とします。 

受 付 期 間 受 付 場 所 

 

令和 3年 4月 1日（木）から 

令和 4年 1月 4日（火）まで 

〒514-0003 

三重県津市桜橋２丁目 96番地 

三重県市町総合事務組合 

共同受付・審査担当 

 なお、上記受付による名簿登録の有効期間は、 

    令和 3年 4月 1日から同年 6月 30日までの受付分・・・令和 3年 8月 1日から令和 

   4 年 3 月 31 日まで 

    令和 3年 7月 1日から同年 9月 30日までの受付分・・・令和 3年 11 月 1 日から令和 

   4 年 3 月 31 日まで 

    令和 3年 10 月 1日から令和 4年 1月 4日までの受付分・・・令和 4年 2月 1日から 

   令和 4年 3月 31 日まで 

    となります。 

 2 問い合わせ先 

   三重県四日市市霞二丁目１番地の１ 

   四日市港管理組合総務課管財・契約担当 

   電話 059-366-7009 

 

 

 監査委員公表  

 

監査委員公表第１号 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条において準用する、第 199 条第 1 項及び第 2

項並びに第 4 項の規定に基づき実施しました監査について、その結果に関して講じた処理状況

が管理者から通知されましたので、同条第 14 項の規定により、次のとおり公表します。 

令和 3年 3月 31 日 

                            四日市港管理組合 

                             監査委員 山 口 和 夫 

                             監査委員 森 川   慎 
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監査の結果に基づいて講じた措置 

監査対象部局 四日市港管理組合全体 実施年月日 
令和２年８月１７日 

    ８月２６日 

監査の結果 講じた措置（処理状況） 

（１）公用車の事故について 

  令和元年 11 月に公用車による人身事故が

発生しており、今後、事故の再発防止に努め

られたい。 

  また、同事故にかかる金品亡失報告書が作

成されていないことから確認したところ、同

報告書については相手方と協議中のため作

成できない旨の説明を受けた。しかし、公用

車の損傷も含む重大な物品の損傷等が長期

間把握できない状態になるおそれがあるの

で、金品亡失にかかる必要な報告・処理につ

いて検討されたい。 

 

 

 

 

（１）公用車の事故について 

  交通事故の防止等については、毎年４月

及び１２月に経営企画部長名で依命通知を

発出するとともに、部課長会議、副課長会議

等で注意喚起を行っているところです。ま

た、職員の安全運転意識向上のため、毎年度

交通安全研修を実施しているところです。

今後も引き続き事故の再発防止に努めてい

きます。 

  事故の発生については、職員から速やか

に事故発生報告を受けるようにしており、

事故の状況や物品の損傷等について把握し

対応しているところです。 

  金品亡失については、所属長は必要な添

付書類とともに報告することとなっていま

すが、添付書類が完備しないなどにより報

告に日時を要する場合には、提出が可能な

書類のみ添付のうえ報告するよう四日市港

管理組合財務規則運用方針を今年度中に改

正します。 

 

 

 

 

 

（２）広聴広報活動について 

  各種グッズや印刷物の作成などにより、広

報・情報発信に努めるとともに、イベント等

の参加者からのアンケート等による意見把

握にも努めているが、その効果等の検証が十

分行われていない。管理組合として総体的な

広聴広報の方針を策定するなどにより、情報

発信等の目的の設定や効果の検証を行うと

ともに、各課の役割分担や広聴広報手段も検

討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）広聴広報活動について 

  各課の広報活動や情報発信については、

これまでも「パブリシティ等運用ルール」を

定め一定の手順等を示してきました。また、

現在、情報発信の目的の設定や効果の検証

が行われるよう広報広聴方針の策定にあた

り、庁内各課との調整を図っているところ

です。方針の策定に向け、今後も継続して取

り組んでいきます。 
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（３）新型コロナウイルス感染症対策について 

   新型コロナウイルス感染症については、管

理組合においても、職員の感染防止対策、貨

物等の減による使用料等の減少など様々な

影響があるが、現時点では全般的な大きな課

題とまでは至っていないと考えられる。しか

し、四日市港は海外からの船舶の入港や船員

の上陸等もあり、新型コロナウイルス感染症

の危険性も懸念されるので、各関係機関と連

携を密にし、感染防止対策に努められたい。 

また、出納室や議会・監査委員事務局など

の少人数職場においては、職員が新型コロナ

ウイルス感染症に感染した場合に全ての職

員が勤務できなくなる事態も想定されるの

で、その時の支援体制や業務の代替方法につ

いては検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症対策につい

て 

   新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、港湾関係の行政機関や団体がメン

バーとなっている「四日市港保安委員会」で

情報共有するなど、引き続き連携を図って

いきます。 

  また、少人数職場の職員が新型コロナウ

イルス感染症に感染した場合の業務の執行

については、代替職員による円滑な引継ぎ

や支援ができるようマニュアル・手順書の

整備などを検討していきます。 

 

 

 

監査の結果に基づいて講じた措置 

監査対象部局 
四日市港管理組合 

経営企画部振興課 
実施年月日 令和２年９月１日 

監査の結果 講じた措置（処理状況） 

（１）クルーズ船の受入について 

 クルーズ船の受入については多くの費用

を負担している。クルーズ船の受入が四日市

港の発展のみならず三重県全体の振興に寄

与していることへの市民・県民からの理解・

支持を得るためには、費用対効果等について

明確に説明できるようにされたい。 

（１）クルーズ船の受入について 

 四日市港は、これまで物流港として背後圏

産業の発展を支えてきましたが、四日市港戦

略計画 2019～2022 にもあるように、港の賑わ

い創出も大切に考えています。 

 クルーズ船の寄港は、四日市港の賑わい創

出のために有効であると考え、これまでクル

ーズ船の誘致活動に取り組んできました。 

 このクルーズ船受入にあたり、四日市港は

客船専用バースを有していないため、乗船客

及び見学者の安全を確保するために一定の経

費負担は必要となりますが、クルーズ船の寄

港が、港への関心を高めるきっかけとなり、よ

り多くの県民・市民の皆様に四日市港を訪れ

ていただけるよう努めてまいります。 
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監査の結果に基づいて講じた措置 

監査対象部局 
四日市港管理組合 

経営企画部港営課 
実施年月日 令和２年８月１７日 

監査の結果 講じた措置（処理状況） 

（１）放置艇対策について 

  放置艇対策については、令和２年度から施

行された「四日市港管理組合プレジャーボー

ト等のけい留保管の適正化に関する条例」に

基づき、適正な対応に努められたい。 

（１）放置艇対策について 

  「四日市港管理組合プレジャーボート等の

けい留保管の適正化に関する条例」に基づ

き、令和２年４月１日から、プレジャーボー

トと漁船の所有者から物揚場と小型船舶用

泊地の施設使用許可申請書の受付を行い、許

可を行っています。 

  本年度は、新型コロナウイルス感染症拡大

に伴い、国、県等から外出自粛や休業要請等

が行われたことで、船舶所有者等が申請を行

うことができる環境ではなかったこと等を

考慮し、当初設定した申請書受付期間（４月

１日から６月１日）を１２月１日まで延長し

ました。また、申請書受付期間延長に伴い、

当初受付期間の申請者と延長期間の申請者

の公平性を確保するため、本年度に限り施設

使用料を免除しました。 

  申請書を提出しない船舶所有者等に対し

ては、民間施設への移動や四日市港からの移

動等の助言、指導を粘り強く行っているとこ

ろですが、未だ応じていただけない方がいる

状況です。今後も引き続き、令和４年度末ま

でに放置艇を「ゼロ」にすることを目指し、

関係機関等とも連携して取り組んでいきま

す。 

 

 

 

監査の結果に基づいて講じた措置 

監査対象部

局 

四日市港管理組合 

経営企画部建設課 

防災営繕課 

実施年月日 
令和２年８月２６日 

    ９月 １日 

監査の結果 講じた措置（処理状況） 

（１）施設の老朽化対策について 

  管理組合が所管する施設及び設備につい

ては老朽化が進んでいるが、限られた予算内

で活用していくには、日頃の保守点検はもと

より、更新時等におけるライフサイクルコス

トの検討も必要である。また、事故や災害時

のリスクも考慮しつつ、施設等の長寿命化計

画や予防保全計画に基づいた取組を着実に

進められたい。 

 

（１）施設の老朽化対策について 

  管理組合では、個々の施設や設備の劣化状

況の点検結果や利用状況の確認結果を踏ま

え、各施設や設備のライフサイクルコストの

縮減や港全体における各年度の事業費の平

準化等を考慮した長寿命化計画・予防保全計

画を策定しています。 

 これらの計画に基づいた取組を進めるに

あたっては、施設の老朽化に伴う効用･性能

の低下により、抜本的な対策が必要となる状

態に至る前に、施設が有する従来の効用を取

り戻すことができるよう、今後とも日常点検
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監査の結果に基づいて講じた措置 

監査対象部局 
四日市港管理組合 

議会事務局 
実施年月日 令和２年９月２日 

監査の結果 講じた措置（処理状況） 

（１）海外港湾事情調査について 

管理組合議員の海外港湾事情調査につ

いては、これまで調査結果を報告書として

まとめているが、調査結果が管理組合の運

営にどのように活かされているのかにつ

いても検証するとともに、調査自体が慣例

化することのないよう、再度その在り方に

ついて検討されたい。 

（１）海外港湾事情調査について 

議員の海外港湾事情調査については、毎年

調査結果を報告書としてまとめるとともに、

３月議会において副議長から調査結果の報告

を行っています。また、各議員からも一般質問

の場において同調査の内容をとりあげるな

ど、調査結果が管理組合の運営の参考となる

よう議会側からも発信しているところです。 

本年度は新型コロナウイルス感染症の流行

のため、同調査を実施しませんでしたが、今後

の調査の実施に当たっては、調査結果の活用

も含めた在り方について、議員間の議論をう

ながしていきたいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や定期点検診断等を適切に行っていきます。 

 

発行  四日市港管理組合 

               三重県四日市市霞二丁目１－１ 

              四日市港管理組合経営企画部総務課 

                     電話 059－366－7006 
四日市港管理組合公報は、四日市港管理組合ホームページにも掲載していま

す。 

 http://www.yokkaichi-port.or.jp/ 
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